
 

1 

第２回国家戦略特別区域諮問会議 

第２回国家戦略特別区域諮問会議（議事録） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成 26年１月 30日（木）16:47～17:15 

２ 場所 総理大臣官邸４階 大会議室 

３ 出席議員 

議   長   安倍  晋三 内閣総理大臣 

議   員   麻生  太郎 財務大臣 兼 副総理  

同     新藤  義孝 内閣府特命担当大臣（国家戦略特別区域） 

兼 地域活性化担当大臣  

同     菅   義偉 内閣官房長官  

同     甘利    明 内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

               兼 経済再生担当大臣 

同     稲田  朋美 内閣府特命担当大臣（規制改革） 

               兼 行政改革担当大臣 

有識者議員   秋池  玲子 ボストンコンサルティンググループ 

               パートナー＆マネージング・ディレクター 

  同     坂根  正弘 株式会社小松製作所相談役 

  同     竹中  平蔵 慶應義塾大学総合政策学部教授 

同     八田  達夫 大阪大学社会経済研究所招聘教授 

 

（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事  国家戦略特別区域基本方針について 

３ 閉会 

 

（説明資料） 

資料１ 国家戦略特別区域基本方針（案）の概要 

資料２ 国家戦略特別区域基本方針（案） 

 資料３ 国家戦略特区の指定の進め方について（新藤議員提出資料） 

 資料４ 国家戦略特区の目標と「岩盤規制」について（有識者議員提出資料） 

 

 

（議事録） 

○新藤議員 ただ今より、第２回国家戦略特区諮問会議を開催させていただきます。 

  本日は、坂村議員が欠席でございます。 
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  それでは、議事に入らせていただきます。 

  前回に引き続きまして、「国家戦略特区基本方針（案）」について御審議をいただきま

す。前回の諮問会議やワーキンググループの議論を踏まえた案をお示ししておりまして、

お手元の資料１が概要、そして、本文が資料２にあります。 
  この基本方針は、国家戦略特区の運用の基本となる方向性を定めたものでございます。 

 国家戦略特区は、大胆な規制改革の突破口であり、2015年度末までの２年間を集中期

間として、岩盤規制全般に突破口を開くこと、制度の運用に当たっては、情報公開の徹

底、スピードの重視、PDCAサイクルに基づく評価の三つを原則とすること、特区の指定

範囲は、都道府県または都市圏を念頭に置いた「比較的広域的な指定」と、まとまった

地域ではなく、一定の分野に注目した「バーチャル特区型指定」の２類型とすること、

特区を指定する際には、経済的社会的効果、地方公共団体の意欲などを指定基準とする

ことなどがここに書かれております。 

  また、資料３は私の方から今後の進め方ということで、お示ししたものです。まず、

国家戦略特区のテーマ設定について、どんなテーマがあるのか。また、特区の類型につ

いて、広域的な指定とバーチャル特区とございますが、指定範囲を検討して区域を決定

するための整理をしなくてはいけない。さらには、特区の指定数については、絞り込ん

でいかなくてはいけない、それは国家戦略として必要な範囲に限定し、先行的に指定す

る数は特に絞り込んでスピーディーな展開をし、その後、追加的な指定を行っていくも

のと考えております。 

  今後の進め方については、昨年９月に200を超える御提案をいただきましたが、また２

月初旬から、ワーキンググループにおいて絞り込んだものについて、指定基準に沿って

ヒアリングをやらなければいけないと考えております。また、民間や地方公共団体から

の御提案に加えて国としてできる仕事、国として行うプロジェクトについて、各省庁か

らこのワーキンググループにおいてヒアリングをさせていただこうと思っております。

そういった作業を経て、１次指定候補を絞り込んでいきたいと思います。また、ヒアリ

ング等々につきましてはワーキンググループがやりますが、民間議員の先生方にもお声

掛けをさせていただこうと考えております。 

  そして、何よりも、規制・制度改革の追加的措置というものも併せて検討していこう

ではないかということでございます。先行的に決めることと併せて追加的な措置も検討

しながら、同時並行で進めていこうという案でございます。 

これらについて、今日は御議論いただければと思います。 

  まず、民間議員の皆様から御意見を頂戴したいと思いますが、ペーパーを出していた

だいておりますから、まず、それを御説明いただいてということでよろしいですか。 

  お願いします。 

○八田議員 八田でございます。 

  今、新藤大臣が御紹介なさったペーパーの中に「規制・制度改革の追加的措置」とい

う項がございます。ここをより具体的に書いたものが本日出席の民間議員による資料４

でございます。 
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  １月22日のダボス会議において、安倍総理のスピーチでは、「既得権益の岩盤を打ち破

る、ドリルの刃になる、向こう２年間、国家戦略特区では、いかなる既得権益と言えど

も、私の『ドリル』から、無傷ではいられません」という御方針をお示しになりました。 

  これを受けて、どのような岩盤規制に、どのような工程で取り組むかという具体的な

目標設定をする必要があると思います。残された期間が２年間と限られておりますし、

考えてみれば、国会も四つしかないわけですから、今国会での対応も含めて、直ちに対

象とすべき改革事項とスケジュールを明確に定めるべきだと存じます。 

  これからの検討のために、これまで何度もはね返されてきた岩盤規制の項目をここに

リストいたしました。これを全部読み上げることはいたしませんが、例えば、２ページ

の労働の「労働時間規制の見直し」「有料職業紹介事業の見直し」などは外国の企業が前

から要望していることです。農業に関しては、「農業生産法人要件の見直し」の項にあり

ますように、企業の農地所有を認めるべきだということも随分前から要望されているこ

とです。こういう非常に難しいものについても、例外を作らずに正面から取り組む工程

を作っていくべきだというのが民間議員の意見でございます。 

  どうもありがとうございます。 

○新藤議員 ありがとうございます。 

  それでは、続きまして、竹中議員、よろしいですか。 

○竹中議員 まず、安倍総理におかれましては、ちょうどもう１週間前になりますけれど

も、強行日程の中、ダボス会議に御出席をいただいて、大変力強いメッセージを出して

いただきまして、心から感謝申し上げます。 

  あの後、ダボス会議に最後まで残りまして、その後、ドイツ等々でアベノミクスの講

演をさせていただいて、先ほど成田空港に帰ってきたのですけれども、あの後、例えば、

フィナンシャル・タイムズのマーティン・ウルフさんとか、コロンビア大学のジェフリ

ー・サックスさんとか、皆さん、安倍総理の特に国家戦略特区で２年で岩盤規制全てに

挑むという御発言にも大変高い関心を示しておられまして、その成果を大変楽しみにし

ているということを皆さん口をそろえておっしゃっておられました。その意味では、国

家戦略特区をまさにどうするか、我々の正念場であるし、アベノミクスの正念場とも言

えるのではないかと思います。今回、基本方針について、我々民間議員の意見を非常に

明確に反映していただく形で取りまとめいただいたことに、新藤大臣、事務局の皆さん

に感謝申し上げたいと思います。 

  やはりポイントはスピード感だと思います。２年で岩盤規制ということで、先ほどの

民間議員ペーパーを出させていただいたわけですけれども、２年ということだと、臨時

国会があるとしても国会は４回しかない。ここに約20項目ぐらいの項目がありますから、

そのうち、単純平均しても一つの国会で五つぐらいを片付けていかないといけないとい

う、単純計算ですけれども、なってしまいます。 

  前回申し上げたことの繰り返しになりますが、色々な政治のきつい日程があることは

承知しておりますけれども、やはりこの通常国会で次の特区の改正の法律を是非出して

いただいて、４回国会があるうちの最初でそれが出なかったということになると、せっ
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かく世界が注目していることに対して水を差すことにもなりますので、是非スピード感

を重視していただきたいということを改めて申し上げたいと思います。 

  先ほど言いましたように、私は帰ってきたばかりですので、この間の経緯を存じ上げ

ていないこともありますけれども、新藤大臣からお出しいただいたペーパーに関しまし

ては、特区の指定を絞り込んで、さらにその後、追加的に指定を行うこととか、追加的

措置を講ずることとか、これまで議論してきたことをかなり明確に規定していただいて

いることに感謝申し上げたいと思います。 

  その上で、２点ですけれども、この中でエネルギー・環境のイノベーション拠点とい

うものが出てまいります。これはもちろん、こういうものは将来的に必要になると思う

のですが、今までの規制改革項目の中にエネルギー・環境のものは必ずしも入っていな

いと思いますので、これをもしやるということであるならば、これはまたやはりこの国

会でエネルギー・環境の規制改革項目を出していただくとか、そういう体制で是非臨ん

でいただきたいと思います。 

  もう一つは、バーチャル特区と比較的広域な指定と、地域の指定とバーチャルな指定

ということをお認めいただいているわけですけれども、バーチャル特区に関してはそも

そも産業競争力会議で私自身が提唱したときは、農業を念頭に置いて、農業のバーチャ

ル特区を、これはやはり農業を輸出産業にするという産業競争力会議全体の方針にも合

致するし、また、地方の活性化という非常に大きな問題にも資する問題でありますから、

それはやはり是非とも実現する方向で御検討いただかなければいけない。その意味では、

時期的に広域の指定のほうを優先してということではなくて、やはりバーチャルも同時

に並行して、スピード感を持ってやっていただきたい。そのように思うところでござい

ます。 

  いずれにしても、今後、地域指定の話、そして、通常国会に向けて法改正をするとい

うことであれば、そのための準備に相当のロードがかかってくると思います。我々もで

きる限りのことをいたしますけれども、ワーキンググループの皆さんにも御尽力いただ

いて、是非そこを実現していただきたいと思っております。 

○新藤議員 ありがとうございます。 

  続きまして、坂根議員、お願いします。 

○坂根議員 前回も地方レベルの成長の取組についてお話ししましたけれども、この特区

は今回、数は指定されておりませんが、おそらく限られた大きな特区で大都市中心にな

ると思います。しかし、成長をこの国全体で味わうためには、全国レベルで成長に対す

る取組の輪を広げることがものすごく大事だし、国民の意識も変わってくるのだと思い

ます。その視点で、この基本方針にも第５番目に出ていますし、新藤大臣の提言の最後

の７項目にも出ていますが、構造改革特区との連携という部分が非常に大事だなと思っ

ています。一つの例ですが、実は明日、この後、石川県に入って、石川県の成長戦略委

員会というところで話をしてくれと言われて、行くことになっています。各地方が成長

戦略の取組を改めてやり始めていますが、おそらく色々な規制絡みの部分を取り上げな

がら、特区指定を受けたいという期待があるのだと思うのですけれども、私は、内容を
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見てみると、別に特区を受けなくてもこんなものはやればいいではないかと明日言って

こようと思うのですが、確かに、中には本当に細かい規制で、これぐらいは簡単に規制

改革会議か何かで、駆け込み寺で対応してあげればいいなという程度の規制なのです。

おそらく地方にしてみたら、特区指定を受けるというステータスを考えているところが

あるのではないかと思いますので、この際、構造改革特区というものは仕組みも出来上

がっているはずですから、今、全国で600あるとか、700あるとか言われていますけれど

も、これをもう一度、今みたいなケースは構造改革特区として改めてこれをリニューア

ルするという視点で、今回の国家戦略特区、大きな特区と、従来からある構造改革特区、

当時は国がトップダウンで進めたいテーマが明確でない中で、各地方が特区を作ること

を目的としたため、結果を出せなかったと考えますが、改めてこれをもう一度、ここに

注目して、国がトップダウンで推進したいテーマと有機的な結び付きをすることで、全

国に成長戦略の動きを、輪を広げていくことを促進したいものだと思っております。  

以上です。 

○新藤議員 ありがとうございます。 

  それでは、秋池議員、お願いします。 

○秋池議員 私も、総理に言っていただきましたように、次の２年間で取り組むというこ

とを念頭に、今国会が非常に重要と思っております。国民にも、世界にも、本当に進ん

でいるというところを見せていけたらと思っております。 

  大臣が書いてくださいましたペーパーの６番に「規制・制度改革の追加的措置」、「規

制改革に終わりはない」と書いていただきましたこと、意見を反映していただきまして

ありがとうございます。三つ目の○のところには「追加的に必要な規制・制度改革につ

いて民間事業者等からヒアリングを行う」と書いていただいていまして、ありがとうご

ざいます。 

  そういう意味では、資料１の基本方針の案ですけれども、２ページの上のほうに、指

定は、以下の事項を基準にするというものがございます。エ）のところで「地方公共団

体の意欲・実行力」とございますが、やはり継続していく力というものも重要です。一

度認定されて、そのときの規制改革で満足してしまうのではなくて、国の成長に資する

事業を起こすのだというつもりで取り組んでいただいて、規制緩和について継続的に発

信していただくことが重要と思っております。 

  もう一つ、隣のウ）ですけれども、こちらに「プロジェクトの先進性・革新性」とご

ざいますが、これは非常に意味の深い言葉だなと思っておりまして、先進的で革新的で

と言いましても、技術的なイノベーションということだけではなくて、かねてから言わ

れていることで、目新しいわけではないのだけれども、取組自体が本当に行われるとい

うことの先進性や革新性もありますので、そういったものも包含した言葉というように

定義できればと考えました。 

  以上でございます。 

○新藤議員 ありがとうございます。 

  それでは、甘利大臣、よろしいですか。 
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○甘利議員 ３月の指定に向けて、基本方針を短期間でここまでしっかり固めていただい

たことは大きな前進だと思っております。 

  前回申し上げましたけれども、この国家戦略特区というものは、その集積が世界の３

強、４強に入ると、そういうものを目指すのだと、競争力のある集積にするのだという

ことを申し上げたわけであります。そこで、ただ口を開けて待っているようなところに

ついては絶対指定がないということで、そういう素地があるところ、インフラとか環境

が整っているところ、今も話が出ました意欲、ポテンシャル、そういうところに絞り込

むことが重要だと思っております。 

  先般、１月20日に産業競争力会議で決定しましたが、「成長戦略の進化のための今後の

検討方針」では、年央を目途に改訂する成長戦略に反映させる事項として、今、検討し

ていただいています国家戦略特区における追加の規制改革措置等の検討を記載いたして

おります。これから検討していただいて、それを織り込んでいきたいと思っております。 

  ３月に特区が指定された後には、区域会議を速やかに立ち上げるとともに、追加の規

制改革等をスピーディーに実現していくことにしっかり取り組んでいきます。 

○新藤議員 ありがとうございます。 

 続いて、稲田大臣、よろしいですか。 

○稲田議員 ありがとうございます。 

 基本方針の案にも盛り込まれておりますけれども、規制改革事項の全国展開を検討す

る上で、特区の施行状況の評価を行うことが極めて重要だと思っています。全国展開の

検討に当たっては、必要に応じて規制改革会議としても当諮問会議と連携を図ってまい

りたいと思っておりますが、今日提出の民間議員の資料４ですけれども、ここで書かれ

ております規制改革項目については、かなり重複して今、規制改革会議で議論をしてい

ます。例えば、医療の混合診療、株式会社の参入とイコールフッティング、理事長資格

の要件、労働の労働時間規制の見直し、農業については全ての項目についてかなり精力

的に、また具体的に今、検討を進めていて、６月を目途に取りまとめを目指して議論し

ております。まさしくこの突破口という意味で期待をされているのですけれども、全国

展開をする上において、規制改革での議論も是非よく調整をして、議論いただければと

考えます。 

  以上です。 

○新藤議員 ありがとうございます。 

  それでは、この後、自由討議で少し時間がございますので、お願いしたいと思います

が、何かございますか。 

 どうぞ、麻生大臣。 

○麻生議員 新藤先生、特区制度は小泉内閣のときに始まりましたが、必ずしも全てがう

まく行ったわけではないように思います。特区というのは、始めるときは一生懸命やる

のだけれども、なかなか勢いが続かないこともあったように思います。どうしてこうな

るのだろうか。 

○新藤議員 どうぞ、竹中議員。 
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○竹中議員 構造改革特区で、例えば、農業に対して株式会社が部分的にではあるけれど

も、参入するとか、そういう突破口が開けた部分は確かにあったのだと思います。今、

１次産業、２次産業、３次産業を合わせて６次産業という言葉がありますが、それは構

造改革特区が一つのきっかけになったのだと思います。ただ、その特区には非常に大き

な制約があったことも事実で、それに対して、その反省を踏まえて今度のアベノミクス

特区が提唱されているものだと理解をしております。 

  今までは地方が何かやってくれと言いますと、あくまでも国が、どちらかと言うと、

国の目線でこれはやってもいい、これはやっては悪いということを決める、そういう特

区であったわけですけれども、今回は区域会議がちゃんと作られて、国の代表として新

藤大臣がお出になって、地方の代表として首長が出て、そして、民間の代表が出て、そ

の区域会議で、私があのときに使った表現では、ミニ独立政府のように色々決めていけ

る。そして、それは尊重されなければいけないし、法にのっとっている限りは、それは

認めるのが原則ですけれども、それで色々な問題が生じたときは、この特区諮問会議で

議論をする。その意味では、今までの仕組みを変えて、今後、今までできなかったこと

をやっていこうではないかと、そのような仕組みであると認識をしております。 

○新藤議員 私の方からちょっと添えますと、構造改革特区は規制改革のみを取り上げる

ということで、実際は大半がどぶろく特区です。地域でもって限定した量でお酒が作れ

るぐらいなものが多いのです。総合特区が民主党のときにできましたが、今度は地域の

プロジェクトに対する総合的支援策になりましたけれども、地域からの手挙げだったの

です。既に四十いくつあります。今度の国家戦略特区は手挙げではなくて、民間や地方

のアイデアと国がやるべきことを一緒に、同じ場所で、国も事業主体になろうと、これ

が今までに全くなかったことで、これは本気で、それはまさに総理のリーダーシップが

あるからできることですが、政府として一つのプロジェクトをきちんと仕上げようとい

うものです。そのために成果が上がるものについては規制緩和もきちっとやろうという

意味で、極めて先進的であり、成果を出せると思っています。また、そのような形を作

っていく必要があると思っているのです。 

  また、先ほど坂根議員におっしゃっていただいた、色々なアイデアが200もありますか

ら、それは総合特区で使えるものもあれば、構造改革特区に適用できるものもございま

す。特区ではなくてもできるものもあります。アイデアは色々受け止めたものは次の展

開ができるようにしたいと思っています。 

  どうぞ。 

○甘利議員 私は、デンマークのメディコンバレーを見に行ったときに、どういう仕掛け

をしたのですかと運営協議会みたいなところに聞いたのです。そうではないですと。大

学の研究室の周りに企業の研究室が集まってきて、それのコラボが始まりましたと。そ

うしたら、そういう中から、では、地方自治体に要請することとか、あるいは国に要請

することのニーズが出てくるからというので、協議会を作って、理事会を作って、そこ

で色々話し合って、新しい要望を規制緩和とか何かの要望があったらそこが窓口になっ

て自治体に言ったり、国に言ったり始まりましたと。だから、必要は発明の母ではない
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ですけれども、民間事業から発生してくる必要性をどうやってスピーディーにつないで

いくかという発想は大事だと思うのです。これはそういう素地が自然にできるのを待っ

ていては作れないから、官が仕掛けて、最初の段階から飛ばして、そこまで行こうとい

うことが基本だと思うのです。だから、現場の産業集積のニーズをどれだけスピーディ

ーに拾ってあげて、つないでいくということを国が徹底的にバックアップするという思

想を持っていないと、官のお仕着せでやっていくと、また失敗すると思います。 

○新藤議員 ありがとうございます。 

  それでは、時間がそろそろ迫っておりますが、よろしいですか。 

  どうぞ。 

○竹中議員 財務大臣にお願いでございますけれども、特区の中で税の話がこれからやっ

ていかなければいけない重要な問題として出てまいります。財政事情は厳しいと、これ

は百も承知の上でのお願いでありますが、この間のダボス会議で、大きな会場でわっと

沸いた瞬間が２回ありまして、第１回目は、安倍総理がお話になって、この２年で岩盤

規制を、とおっしゃったときに、おおっとどよめいて、もう一つは、その２日後にイギ

リスのキャメロン首相が法人税率を20％にすると言って、そのときもまたどよめいて、

財政事情が違うし、国の事情も色々違うわけでありますけれども、特区の中でそういう

こともいかに考えられるかということも是非御議論をさせていただきたいと思っており

ますので、何とぞよろしくお願い申し上げたいと思います。 

○麻生議員 イギリスのように消費税を20％にするといった話も必要になると思いますが。 

○竹中議員 その点も含めまして是非。 

○新藤議員 それでは、色々な御意見を頂戴いたしまして、ありがとうございました。こ

の御意見につきましては、取扱いは議長一任とさせていただいて、基本方針（案）に反

映させていただきたいと思います。 

 また、本案につきましては、速やかにパブリックコメント手続に付しまして、所要の調

整を行った上で、閣議決定することといたしたいと思いますが、よろしゅうございましょ

うか。 

（「異議なし」と声あり） 

○新藤議員 ありがとうございます。 

  それでは、そのように取扱いをさせていただきます。 

  それでは、最後に、安倍総理から議長として御発言を頂戴いたします。 

  プレスの方、どうぞお入りください。 

（報道関係者入室） 

○新藤議員 それでは、安倍総理、よろしくお願いいたします。 

○安倍議長 国家戦略特区は、安倍政権の成長戦略の要となる規制改革の突破口です。ま

ずは、３月に具体的地域を決定することを目指し、改革の成果を目に見える形で、スピ

ーディーに実現していく必要があります。 

 その第一歩として、本日、地域決定のための基準などを内容とする「基本方針」を固

めました。今後、この基準に照らしながら、個別・具体的な検討を急ぐことになります。 
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 また、私は先日のダボス会議で「向こう２年間、国家戦略特区では、岩盤規制と言え

ども、私の『ドリル』から無傷ではいられません」との趣旨を申し上げました。本日の

「基本方針」にも、その趣旨を明確に盛り込んだところであります。 

  残された時間は限られています。この国家戦略特区諮問会議では、いわゆる「岩盤規

制」改革について、今後２年間の集中改革期間における、対象とする重点事項と、改革

スケジュールなどの具体的な進め方について、速やかに検討を開始していきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

○新藤議員 それでは、プレスはここまででございます。 

（報道関係者退室） 

○新藤議員 それでは、時間になりましたので、第２回の会議を終了させていただきたい

と思います。 

  次回の日程は、事務局よりまた御連絡させていただきます。 

  本日は誠にありがとうございました。 

 
（以上） 

 


